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国士舘大学経営学部教授中根雅夫

元国士舘大学２１世紀アジア学部教授杉野隆

１はじめに

かつて，商店街は地域の活動の中心にあって地域コミュニティ（RC）の経

済的発展をけん引してきた。町内会・自治会も，住民同士の親睦交流，防犯・

防災，生活安全の確保など，ＲＣの担い手としての役割を果たしてきた。しか

し'960年代以降，都市化の進展，少子高齢化それに伴う生活様式の多様化

さらに地方においては過疎化高齢化に伴って,①マンション住民比率の増加

②自治会・町内会加入率の低下，③近所付き合いの希薄化④地域活動の担い

手不足，⑤地域のつながりよりも文化趣味等を通じたつながりの重視などの

理由によって，ＲＣは衰退の一途を辿っている。現在，真に自主的な住民組織

を核として，自ら地域課題の解決に取り組む力を取り戻すことが再生の要件と

して要請されている。

２０１４（平成26）年度から2016（平成28）年度まで筆者らが行った科研費に基

づく実証研究「社会関与によるコミュニティ再生の可能性に関する実証研究

一地域知能を軸として－」（以下，本研究という）の発端は，地域活性化のメ

ンタmentorとして地元商店街を措定しシャッター通り商店街と言われる現

状にどのように対応しようとしているのかを実証的に調査しようとしたことに
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ある。2008年度に学内の助成金を受けて，都内７カ所の商店街を対象に商

店街振興組合と町内会，ＮＰＯ（近隣小中学校のＰＴＡ）に対してアンケート調

査と関係者のヒアリングを行い，商店街の現状及び商店街を中心とした地域活

`性化への取組状況，課題などを抽出した［１，２]。さらに，著者らは自主研究

として，全国の地元企業を対象とした実態調査を行った［３]･その後の検討

で，（ア）ＲＣに占める商店街の位置づけはさらに低下している，（イ）ソーシャ

ルキャピタル（SC）は地域のつながりを結果として捉えるのみであり，ＲＣ再

生の施策検討の説明変数には不適である，（ウ）ＲＣのアクタにはＮＰＯや地元

企業も含むべきであるという結論に至った［３]・その後の研究では，（ア）

ＲＣそのものの活性化を対象にし，（イ）ＲＣを市区町村レベルと捉え，ＳＣの

上位概念として，人間知能と機械知能を複合した地域知能（ＣＤを措定し，そ

れらを基準にした「ＲＣのつながり」を議論する必要性を認識するにいたった。

CIの向上はＲＣ構成員がＲＣ再生のために「地域社会関与」を高めることにつ

ながるというモデルである。その時期に科研費研究を申請したところ，採用

され，３年間の共同研究を開始した。本論文及び次号投稿予定論文は，著者ら

の地域活性化に関するこれまでの研究を総括するものである。

本研究の終了に当たり，本論文では，本研究の全体を通して研究の目的から

成果を詳述する。

２研究の目的

本研究の方法論の基本コンセプトは，地域の活性化には，メンタとエキス

パート市民が地域構成員とのコミュニケーションを通して地域構成員の帰属意

識を醸成するための意識付け（帰属意識×意識付け＝動機付け）を行い，さら

にその活動を継続`性のあるものにするための仕組みに組み込むことである。
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Ｓ研究の方法

３．１地域活,性化領域におけるモデル化に関する先行研究

日本におけるこれまでのコミュニティ政策はハード面の整備が中心であり，

ソフト面の成果は十分に上がっていない。しかし，社会の成熟化に伴い多様

な国民ニーズに対応するためには従来のような公共部門や民間営利部門によ

るサービス提供だけでは立ち行かなくなっている。そして今後は社会的な課題

を行政だけで解決して行くことはますます困難になり，ＮＰＯなどの民間非営

利部門が課題解決のために主体的に取り組むことが求められている。2000年代

後半になって，地域力の向上という取り組みが始まった。地域力という概念は，

災害に強い（レジリエントな）地域を形成する上での原動力として，神戸市在

住のまちづくりプランナ宮西悠司が提唱した。そのきっかけとなったのは，阪

神・淡路大震災であった。1995年１月17日の地震発生直後に一時的に家屋に閉

じ込められ，自力で脱出できなかった被災者は約35,000人，うち自衛隊や警察，

消防など行政機関によって救助された人の数は約８，０００人と，全体の２割程

度でしかない。残りの８割にあたる約27,000人は，近隣住民の手によって救出

された。また行政機関によって救出された被災者よりも，近隣住民の手に

よって救出された被災者の方が，生存率が高かった。救出までの時間が短かっ

たからであろう。もちろん，阪神・淡路大震災の頃は，自治体から自衛隊への

応援要請の仕組みが整備されておらず，自衛隊員が駆け付けられなかったこと

も原因のひとつだろう。また行政機関や自衛隊が家屋倒壊の現場に駆けつけ

ても，被災者がいったいどこに埋まっているのかわからない場合が多い。だが，

普段近所づきあいがある住民であれば，被災者の寝室の場所や寝床の位置など

を知っており，いわばピンポイントで救出活動を行うことができたことが大き

な要因であると言われている。このようなことは，東日本大震災でも見られた。

地域のつながりや助け合いの精神を含めたＲＣの機能・役割の重要性を地域内

外に改めて認識させる大きなきっかけとなった。

元来，地域力という概念は地域の総合力としての意味を持つものである。今
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日では，地域防災力，地域防犯力，といった文脈ばかりでなく，地域活力，地

地域子育て力なども地域力を発揮する分野として使われている。域教育力。

2000年代後

また，活性

行政におけるＲＣ活性化政策も， それまでのハード面中心から，

ﾄ志向の観点から展開されている。半には地域力の向上というソフ

国内外で多数の先行研

nmunitylntelligence）

モデル［５１Freiden

ら、日本社会に適合す

化の要素として社会関係資本（SC）が注目され始め，国内外て

究が発表されてきた［18]・本研究で導入するＣＩ（Community

消費者の社会関与に関するWebsterという概念は，

andＤｏｗｎｓによるその改良［６］を先行研究としながら，

るモデルを構築しようとする視座から出発した。

この用語は， 地域

られが

involvementという用語も使われているが,Community

とによるＲＣ再生といった意味にと住民をＲＣに包絡し総動員化するこ

CIは，むしろ，住民の自発的協同関与としてのCommunity

(地域社会参加）という意味に近い。

ちであるが，

participation

われわれも， ＳＣに基づいて商店街活性化によるＲＣ再生の方策に関する研

，ＳＣは静態的な概念であり')，ＲＣ再生の具

いことが分かってきた。

/てＣＩを導入する。ＣＩは，ＲＣの持つ人間知

究を行ってきた［１－３]。 しかし，

体的な制御変数には結び付きにく

ＳＣの上位概念としてＣＩを導入する。本研究では，

図１Ｃｌ，CIIとＲＣの関係
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能（年長者や地域住民の知識・経験の集積）と機械知能（データベース，

SNS，ＷｅｂなどのICT資源に蓄積され，処理，伝達される知識・経験の集積）

の相互作用・集積・統合の複合体であり，ＲＣの地域アクタのＲＣについての

理解，ＲＣが遭遇する問題（課題）の意識，認知，設定，解決，実施，学習，

記憶といった個人の知的活動のアナロジに基づいて導入される概念である

[５]・筆者らは，ＣＩの水準を，ＦＥ、WebsterJr・が導入したCommunity

lnvolvementlndex（CII）の改良によって測定する（図ｌ）。

CIIは，米国における「社会意識の高い消費者」という理想型を説明するた

めにLBerkowitzとKGLuttermanが開発し［６]，Websterが発展させた

モデルである。このモデルによれば，地域社会への関与度CIIの高い人は，保

守的で伝統的な社会価値を大事にする傾向がある。またCIIの高い住民は，

収入，教育，職業に関してより良好な状況にあり，自ら積極的な役割を果たそ

うという意識をもっている。FEWebster,Ｊｒ・は，①態度（社会的責任指数，

消費者有効性評価，ピッグビジネスの力の評価)，②パーソナリティ（権威，

責任，社会化忍耐)，③社会的活動（コミュニティ活動，教会参加)，④社会

経済的・人口動態的（教育，年齢，性別既婚未婚，職業，収入，車の所有と

その年数）を用いて回帰分析を行ってSocialResponsibilityScale（SR）を開

発した［７]。その結果，社会的意識の高い消費者は社会的責任の測定で高い

値を示したが，コミュニティ活動に深く携わる「コミュニティの中心」にいる

人ではないことが分かった。Websterによれば，彼らは，「好意的に受け入れ

られている」だけでなく，社会的責任の自分自身の基準が一致する購買行動に

喜んで従事する。彼らは，他人の価値や行動を判断する準備が少なからずでき

ており，ビジネスが巨大な力を持っていると考えており，自分より社会的意識

の低い人と比べて，収入が多い傾向がある。FreidenandDowns［８］は，

Websterのモデルにさらに二つの要素を追加して改良している。

3.2ソーシャルキャピタルの課題

本研究は，様々なＲＣの比較を通してその特徴をさぐり，ＲＣを再生する要
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因を探ろうとする試みである。コミュニティの状況の比較研究軸としてＳＣが

採用されることが多いが，ＲＤ、Putnamは，コミュニティの差異を，信頼，

規範，ネットワークといった社会組織の特徴を表す指標を用いて定量的に示す

ことによって，ブラックボックスをホワイトボックスにして見せた［９]。し

かしＪＳ、Coleｍａｎは，個人（ミクロ）と社会（マクロ）をつなぐ社会シス

テム行動をＳＣという名のブラックボックスに括ってしまい，個人，地域組織

から社会関係が形成されるメカニズムについては明らかにしていない［20]。

このＳＣを構成する指標の測定には方法論的な困難が含まれている。大きく次

の三つの要因が考えられる。

ＬＳＣの構成概念が多元的で，測定指標がさまざまである，

２．分析単位としての地域範囲を設定しても所要のデータが入手できない可

能性がある，

３．インターネットの普及によって，分析視点として，個人レベルと地域レ

ベルに加えグローバルレベルまでが必要となり，変数の合成方法を定

めにくい。

本研究は，以上の研究方法論における課題を踏まえて，CIIの構成概念を抽

出し，統計データ（Ｈａｒｄdata:ＨＤ）とアンケート回答（SoftdataSD）を複

合して地域知能を推計しようとするものである。

３．３本研究の着想

Websterモデルは，収入，教育，職業といった個人的属性のみを説明変数

として扱っているが，本研究では，日本社会におけるＲＣのメゾｍｅｓｏな社会

行動を扱うために個人的属性ばかりでなく，地域住民へのアンケート調査や行

政データ，民間調査データ，地域のパフォーマンスを示すであろう選挙投票率，

NPO数,ＳＮＳの活発さなど,各ＲＣの住民の社会的属性データを追加して，「地

域のきづな」をもたらし，地域の課題を解決しようとする地域知能を措定して，

地域知能Communityintelligence（CI）モデルに変更する。また地域住民，
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NPO，地場企業を，「ＲＣのつながり」に直接関与する組織構成主体として捉

え，修正版CIIを用いて地域知能を測定することによって地域知能の実態を可

視化する。それに加えて，機械知能を確認する。このモデルを使って，ＲＣの

構成員の地域社会関与の希薄化度合いを測定し衰退の実態を比較調査しま

たSNS，Ｗｅｂページなどのもたらす機械知能を用いたＣＩ向上策の有効性を

確認できるのではないかという着想を得た。またＳＣも人間知能を測定する

データとしてこのモデルの中に組み込めるのではないかと考えた。図ｌは，当

初我々が想定していた地域活性化モデルにおけるＣＬＣＩＩと地域コミュニティ

との関係を示した図である。

本研究は，地元でＲＣに関する，Weberのいう社会的活動に従事する，意

識の高いＮＰＯ法人へのインタビュー及び地域住民へのアンケート調査をもと

にＣＩの可視化モデルを作成し複数地域を比較分析しＲＣを牽引する

｢mentorやeverydaymaker2U（ＭＥＭ）の存在と関連させて，ＩＣＴの活用に

よるＲＣ再生の方途を明らかにする。これによって，政策面でＲＣ再生の提案

ができる。また，それを担保するための地域住民の在り方に関する提案もでき

ると考えた。

３．４本研究において得られた構造モデル

３年間の研究を経て，現在到達した地域活性化モデルを図２に示す。

ＲＣは地域住民によって構成されるが，地域活性化の観点からは，自分たち

のコミュニティを活性化したいという動機を持った構成員とそうでない構成員

から構成されているとみる。動機づけられた構成員の動機を強固にし，継続さ

せることが成功のカギであるがそのためには，何らかの仕掛けが必要である。

現状認識活性化の方法，動機の強度，活性化の成果のあるべき姿の想定，自

己犠牲の許容などは，構成員によって様々であるが，それらのベクトルを所定

の目的にそろえるための仕掛けである。この仕掛けを継続的に維持するために

は，構成員の帰属意識意識付け，動機付け，そして構成員を動機付けに向か
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いった協力者とを仲立ちするメンタがそのコミュニティわせ，行政，ＮＰＯ し

に存在することが重要と考える。

図２地域活性化のための構造モデル

動機付けられた構成員

動機付けられて

いない構成員

。
。
。
Ⅱ

齪級’創織急嘱鰯錘

このような協力関係を地域活性化のための構造モデルとして設本研究では，

定した。背景に

expertcitizens

北欧における地域活性化に大きな影響力を持つといわれる背景には，

(ECS）とeverydaymakers(ＥＭＳ)の存在がある［22]･ＥＣは，

フルタイムで協力する人々fullｔｉｍｅ､わぱ地域活性化の専門家であり，し

participants，ＥＭは，地域の構成員の中でボランティアとして活動する人々

parttimeparticipantsである。メンタはＥＣに対応する。
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４市区に関する基礎データの収集と対象地域の選定

図３選択されたデータ①東京市区データの収集

地域住民のつながり，コミュニティ活動の

実態を定量的に把握するために市区町村別

の関連する統計データ［２］などから東京２３

特別区と武蔵野市，三鷹市の25市区分を収集

し，市区の類型化の可能性を検討した。例え

ば，東京都知事選挙や地方選挙における当該

市区の投票率などである。本検討を行ってい

た2015年時点で発表されていたデータは，

2012年度を調査対象年度とするものである。

対象地域の選択に当たっては，ＨＤのみを

使った。

②対象地域のグルーピング

対象とする地域として，東京都23区に武蔵

・１５歳未満人口割合

・１５～64歳人口割合

・６５歳以上人口割合

・高齢夫婦世帯割合

・高齢単身世帯割合

・介護老人福祉施設数

・保育所数

・保育所入所待機児童数

・公民館数

・図書館数

・小中高校学校数

・一般病院数

・一般診療所数

・大型小売店数

・都市公園数

・建物火災出火件数

・交番派出所数

・昼間人口割合

野市，三鷹市を加えた25市区から３区を選択することとした。これまでの調査

研究によって，地域を区の規模から町丁目単位に細分しても，統計データの蓄

積が進んでいないので，本研究において新規に収集せねばならず，時間的にも，

費用的にも現実的ではないからである。そこで，調査データがＨＤとして整備

されている最小の行政単位である市区単位とした。

統計解析ツールとして，IBMSPSSStatistics22を使用した。２５市区それぞ

れのケースについて76個の統計データ（変数）を収集した。欠測値はない。

先ず，２５市区の様々な統計データ76変数から，

・人口動態を示す変数はその区の状況を端的に示す変数（15歳未満人口割

合など）

・待機児童，高齢者介護への行政の関与を示す変数（保育所数，保育所入

所待機児童数）

－８３－
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・文化面の施策に関連する変数（図書館数，都市公園数）

・生活面の現状を代表する変数（大型小売店数）

・安全・安心への配慮として，防災，治安に関連する変数（建物火災出火

件数，交番派出所数）

・経済面の現状を代表する変数（昼間人口割合）

・いずれの場合も，規模への依存性を除くために，各区の人口総数で除し

て比率変数にする。

以上の結果，図３に示す18変数を選択した。これらの変数をもとに，回転法

としてKaiserの正規化を伴うバリマックス法をもとに主成分分析を行い，４

因子に集約した。各因子には次のような変数が含まれている。

因子ｌ介護老人福祉施設数，保育所数，保育所入所待機児童数，図書館

数，小中高学校数，一般病院数，一般診療所数，都市公園数，建

物火災出火件数，交番派出所数

因子２１５～64歳人口割合少,６５歳以上人口割合大，高齢夫婦世帯割合大，

大型小売店数

因子３１５歳未満人口割合大，高齢単身世帯割合大，公民館数

因子４昼間人口割合

得られた４因子について，次のように解釈できた。

因子ｌ：福祉，文化医療の充実度。しかしながら，防災面での不安も残

る。

因子２：中高年人口の多さ

因子３：子供人口と，高齢者の－人住まい世帯の多さ

因子４：ビジネス活動の活発さ

次にこれら４因子をもとにクラスタ分析を行い等質なクラスタごとのグ

ルーピングを試みた。

クラスタ分析は，複数の観測されたデータ間の類似度（あるいは非類似度）

を元にデータを相対的に等質のグループ（クラスタ）に分類する手法である。

－８４－
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今回は，いわゆるボトム アップ型である階層型クラス タリングを行い， 凝集度

を示す距離としてユークリッド平方距離をﾛ

に分類できた。階層型クラスタリングでは，

ﾄﾞ平方距離を採用した。その結果，12のクラスタ

距離に基づいてステップを追って

クラスタ化をすすめていく。 ム樹状図を表示すれば，デンドログラ このクラス

〕２５市区のクリングのステップを視覚的に表示してく れるので，確認しやすい。

主成分分析の結果を表した樹状図を図４に示す。 横軸は，ステップごとに集合

化されたグループと係数の値を， 距離係数を１～25の比率に変換して表示して

いる。

図４に示す樹状図に表示して市区がグループ化された結果を確認した。 この

樹状図をもとに，まず世田谷区を第１候補とし， これとは別のクラスタに属す

図４２５市区のデンドログラム
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る区として北区，品川区を選択した。

図４に示すように，クラスタの距離によるグループ化という意味では，北区

と品川区はトップから第５レベルで同じクラスタに属するが，特別区北部にあ

る足立区，板橋区，北区の中から選択しておきたいとの考えから北区を選択し

た。この樹状図をもとに楕円で囲った世田谷区，北区，品川区を選択した。

Ｓモデル化のためのデータ収集

５．１ＨＤとＳＤ

経済統計では，ＨＤとＳＤという分類がある。ＨＤは，国や地方公共団体と

いった行政機関が実績を集計して発表するものであり，基本的に悉皆調査とし

て行われる。生産数量や売上高，価格など，実際の経済活動の結果を集計した

ものであり，小売売上高や雇用者数，自動車販売台数，消費者物価指数，乗用

車新車登録台数，新設住宅着工戸数などがこれにあたる。ＨＤは，調査対象者

の主観に左右されない客観的なデータであるが，集計・加工に時間を要するた

め，速報`性が低いというデメリットがある。

一方ＳＤは，行政機関や調査機関が，消費者や企業担当者などの対象者に対

して行うアンケート調査や聞き取り調査などを基に集計，加工して発表するも

のである。法人景気予測調査や，景気ウォッチャー調査や，景況感や見通しの

楽観度合いなど，心理的なデータがある。業況や業績見通しなど主観的に判断

された数字を集計したものである。日本銀行が公表している全国企業短期経済

観測調査（日銀短観）や内閣府・財務省が公表している法人企業景気予測調査

における判断項目などがこれに該当する。これらは，速報性が高いというメ

リットがある一方，回答者の主観的な判断が介在する点などに留意する必要が

ある。本研究では，ＨＤとＳＤを組み合わせてモデル化を試みた。例えば，国

際経営開発研究所（InternationallnstitutefOrManagementDevelopment

lMD）が毎年発表する国際競争力ランキングＷＣＹは，各国の政府機関が発

表するstatisticaldata(HD）と評価対象国の経営幹部にアンケート調査を行っ

－８６－
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た結果データsurveydata（ＳＤ）を組み合わせてランキングを算出している。

５．２本研究におけるＳＤの必要性

研究対象とする地域のもつ課題解決力とは，行政的な解決力ではなく，当該

地域のコミュニティの保有する潜在的な可能性である。行政の発表するＨＤは

基本的に悉皆調査であり，定期的に実施されるものであり，信頼,性が高く経年

変化もわかる。しかし社会において生起するすべての事象を捉えられるもの

ではない。またＲＣのこれは行政統計のメッシュではとらえきれない。

５．３ｓＤの対象拡大の試み

地域のきずな，つながりを確立するため，あるいは地域における悩み事を解

決するために多くの団体が活動している。本研究において行ったアンケート

調査以外にも，様々な団体が活動を進めるために個別に調査を行い結果を公

表している。それらの中に本研究の一助になるＳＤがないかをサーベイしてみ

た。その際参考にしたのは,ＮＨＫで2003年４月～2010年３月に放送された「難

問解決！ご近所の底力」であった。この番組は，「あなたの地域の悩み，みん

なの経験と知恵で，解決しませんか」という触れ込みで始まった。地域におけ

る悩み事を住民自身や町内会の自発的な取組によって解決しようとする活動で

あり，地域の絆が形成されていることの証となるのではないか。この種の成功

事例を収集すれば，底力すなわちＣＩのモデル化が可能になるのではないかと

考えた。

現在全国各地で悩みの種となっており，地域の絆が有効に働けば解決できる

と思われる地域課題の事例を次に列挙してみよう。

・放置自転車（地域住民の公徳心の劣化）

・独居老人の孤独死（地域の見守り）

・空き家による火災発生，環境悪化（見回り，声掛け劣化）

・地域猫の実態（地域住民の公徳心の劣化）

．買い物難民（見回り，声掛け劣化）

－８７－
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これらの悩み事は生活上の不安を如実に示しており，地域の実態がデータ化

されていれば，本研究における適切な指標になりうるのではないか。

・喫茶店数の調査（地域の絆の劣化）

そこに行けば地域の人たちと情報交換ができる場所として，かつては井戸端

があった。現在では，地域の喫茶店がその役割を果たしているのではないかと

の想定の下に地域の喫茶店件数が多い地域では井戸端の代替が提供され，地

域の絆が強化される，という仮説を立てた。現在では，喫茶店は，ビジネス街

に多く存在しビジネスにおける打ち合わせ場所としての機能も果たしてい

る。また－人で休憩する，あるいは勉強部屋の代替場所でもある。喫茶店の

経営組織には個人事業所と法人事業所があり，後者はチェーン店が多く，個人

事業所を廃業に追い込んでいると思われる。平成24年経済センサスー活動調査

に喫茶店件数がある［14］ので，喫茶店を媒介した住民同士のつながりの状況

を示すデータがあれば検証できるが，本研究では採用しなかった。北区で個人

事業所が法人事業所数を大きく上回っているだけで，世田谷区，品川区では既

に法人事業所数が個人事業所数をやや上回っており，参考にならないと考えた

からである。

ｅＷｅｂ調査の実施

北区，品川区，世田谷区の３地域を対象にＲＣ住民間のつながりの実態，

ＲＣの地域知能に関する特徴・課題，ＩＣＴに関する地域住民の取り組み状況な

どに関する予備Ｗｅｂ調査を行った。

６．１予備Ｗｅｂ調査の実施

予備Ｗｅｂ調査は，調査会社に委託して2014年１２月12日に実施した。この詳

細は［４］に詳述したので，ここでは割愛する。

－８８－



経営論叢第７巻第２号（2018年３月）

６．２本格Ｗｅｂ調査の実施

予備Ｗｅｂ調査の結果を踏まえて，有効性を高めたアンケート項目を作成し，

2016年２月20日に本格Ｗｅｂ調査絵を行った。

区レベルの地域コミュニティとしての３区の間に存在するであろう差異を検

出しその差異を説明できるモデルを作成することを目標に，2012年に収集さ

れた統計データ（61種）と本格Ｗｅｂ調査回答データ（40種）をもとに分析，

検討を行った。予備調査では500名の回答を得られたが，本格Ｗｅｂ調査でも，

各区800名の回答者を集めたにずぎず，分析結果の信頼性に課題が残った。

６．３Ｗｅｂ調査の課題

新聞社や放送局などが行う世論調査は，伝統的に面接調査によって実施され

てきたが，2000年頃から，ＲＤＤ（RandomDigitDialing）方式による電話調査

が始まり現在ではこの方式が主流になっている。２～３週間かかっていた調

査期間を２～３日と大幅に短縮し費用も２分の１～３分の１もしくはそれ以

下ですむといわれる。ただ，地方自治体が行う調査では，郵送法が多いが，面

接調査も利用されている。地方自治体がＲＤＤ方式を採用する場合，市内局番

によって行政区域を特定しなければならないが，現在の市内局番は必ずしも行

政区域と対応せず，行政区域をまたがる場合もあるので，ＲＤＤ方式も調査目

的によっては適さない場合がある。

1995年はインターネット元年と言われるが，1990年代後半からインターネッ

トを活用した調査が，主に市場調査の分野で迅速・廉価・簡便をうたい文句に

急速に拡がった［15]・

従来の質問紙調査に比べネット調査は，質問票の設計や入力・集計処理が簡

便であり，さらに配信にかかる負担も少ないという特徴を持つ。そのため，

ネット調査を有効に活用できれば，実施者は時間的メリットと経済的メリット

の双方を享受することができる。一方，回答者にとっても，インターネットよ

る回答は利便`性の高い方法であるといえる。実際にわが国では，2015年の国勢

調査からインターネットによる回答が全国で行えるようになった。また，学術

－８９－
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分野おけるネット調査の利用が増加しているという研究報告［１６］もある。

また，可能な限り一回の調査で，回答者から必要な情報をすべて取得しよう

とし紙面の制限のないＷｅｂページの特性に頼り，質問項目数が多くなって

しまう傾向もみられる。このような場合，相関の高い質問項目を多数含む，複

数の質問項目群で構成された多群質問項目のインターネット調査となる可能性

が高くなる［17]。

７インプリケーション

７．１集計結果・分析

紙幅の都合上，本稿では，①地域活動，②つながり，③ＩＴ活用の三点に絞っ

て，集計結果の開示とその分析を行うこととする。

（１）地域活動への参加状況

地域活動への参加状況については，７０％強が消極的な回答を寄せている

(表ｌ）。

表１（％）

さらにクロス集計（クロス集計表は紙面の都合上省略した。以下同様）に

よって以下の状況が明らかになった。

・３区とも男性のほうが女性よりも地域活動に積極的であるが，「活動は

行っていない」の回答者は両者間にそれほどの差はない。

・既婚者のほうが未婚者よりも地域活動に積極的である。

。「ほとんどの人は信頼できる」の回答者は，すべての地域活動で参加状

－９０－

自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している 1０．０

お祭りなどのイベントに積極的に参力Ⅱしている 12.0

スポーツや趣味のサークルに参加している

地域ではなく，職場近くで趣味のサークル活動に参加している 3.5

ボランティア活動に積極的に参加している

活動は行っていない 74.7
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況が全体の平均値を上回っている。

・品川区は他区と比べて地域活動により積極的である（26.4％)。特に居

住意向が強い回答者の場合，それが比較的目立つ（359％)。ちなみに，

専業主婦，学生，無職の肯定的な回答が他区と比べて多い。また品川区

では，居住年数が１０年以上の回答者が他区と比べて地域活動に積極的

である。

・当然ではあるが３区とも，「(地域活動への係わり方において自ら）リー

ダー的な役割を担っている」と「中心的な役割ではないが,積極的に（地

域活動に）参加している」の回答者は，すべての地域活動への参加につ

いて全体の平均値を大きく上回っている。

（２）地域活動への係わり方

大半の住民が前項と同様，地域活動への係わり方について消極的である（表２)。

表２ （％）

霞
さらに，クロス集計によって次の状況が明らかになった。

。「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」の回答者は比較

的，地域活動に積極的にコミットしている。

・品川区では，前項と同様に他区と比べて地域活動に積極的であることが

明らかである。

（３）地域活動へのポテンシャリテイ

以上にみたように，地域活動の取り組みは現時点では活発とは言えない。し

かし当然のことながら，地域活動への参加者がいないわけではない。そこで，

地域活動の基本属性であり地域活動に結び付く可能性を潜在的に秘めている利

他性に対する地域住民の意識を探った。

概ね，肯定的な回答結果となっている（表３)。その一方で，「｢地域資源」

－９１－

リーダー的な役割を担っている

中心的な役割ではないが積極的に参加している 22.0

自分の判断で，マイペースに参加している 49.7

付き合いで参加している １６．８

その他 2.3
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があると思うかｊと『地域活動を積極的に推進する身近な「世話役」がいるか」

で，否定的な回答が肯定的な回答を上回った。

表３ （％）

８２３５０３９９

m■炉￣■厨■■回
６５２６３４１８ ８０

またクロス集計によって次の状況が明らかになった。

・居住意向が強い回答者は地域貢献意欲がないわけではないが，実際の行

動にはつながっていない。こうした状況を変えるには，たとえば啓発活

動とインセンテイブの付与が必要である。

・３区とも，「地域の悩み事を解決するために地域住民の積極的な関与

が必要か」への肯定的な回答者は，１０年以上の居住年数を経ている。ま

た，「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」への回答者

も，７０％強が同質間に対して肯定的である。

・３区とも，「リーダー的な役割を担っている」と「中心的な役割ではな

いが，積極的に参加している」への回答者の70％が，「地域の悩み事を

解決するために地域住民の積極的な関与が必要か」に肯定的である。

また「地域に貢献できることをしたい」もほぼ同様である。

．世田谷区は他区と比べて，「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加

している」への回答者の「地域に貢献できることをしたい」とする比率

が高い（78.6％)。

・３区とも，「誰かを助ければ，いつかはその報いが受けられる」の肯定

－９２－

」
う

恩』
う

そ 多少そう
￣

う

どちらで

もない

あまりそう

わない

そう恩わ

ない

地域の悩み事の解決に，住民の

積極的な関与は必要か
15.5 39.0 33.3 7.0 5.3

｢誰かを助ければ，いつかはその

報いが受けられる」と思うか
1０．３ 31.0 38.1 12.9

地域に貢献できることをしたいか 35.0 39.9 10.5 6.5

｢地域資源」があると思う力。 22.7 35.0 22.1 12.9

地域活動の「場」がある力。 6.5 26.3 41.8 17.5 8.0

地域活動を積極的に推進する身

近な「世話役」がいるか
21.0 41.1 20.3 １１．５



経営論叢第７巻第２号（2018年３月）

的な回答者の80％強が「地域の悩み事を解決するために，地域住民の

積極的な関与が必要か」に肯定的である。

（４）地域内でボランティア活動を活発にするために必要なこと（３つ以内）

回答にバラツキが見られるが，全体的にみてボランティア活動に係わる環境

整備よりも，ボランティア活動に取り組む「きっかけ」が重要なポイントの一

つになると思われる結果となっている（表４)。

表４ （％）

％
３

３
２
８
７
２
７
２

７
０
６

０
０
７

４
３
２
１
２
１

１
１
１

（５）地域活性化のための取り組み

全体的にすべての項目で判断を保留する回答（｢どちらでもない｣）が40％強

であるが,すべての項目で否定的な回答が肯定的な回答を上回っている（表５)。

表５ （％）

さらにクロス集計によって次の状況が明らかになった。

－９３－

ボランティア活動をしたい人と，お願いしたい人と結びつける仕組み 45.3

やりたいと思ったときに相談にのってくれる窓口 37.6

学校や地域，施設でのボランティアの受け入れをすすめていくこと 20.5

ボランティア活動の理解を図るための講座やイベント 13.3

活動で必要となる機材や場所の提供 20.2

寄付や助成金などの経済的な支援 16.8

多少の謝礼や特典が得られること 16.7

リーダーや指導者となる人たちの研修や養成の機会 10.2

社会的な評価を得られること 10.7

その他 17.2

そう思う
多少そう

思う

どちらで

もない

あまりそう

思わない

そう恩わ

ない

自治体と住民とが協働してい

るか
3.1 21.6 45.5 20.4

町内会，自治会，ＮＰＯと住民

とが協働しているか
2.8 18.3 46.8 22.3 9.8

住民同士による支え合いがあ

るか
2.7 18.2 46.8 22.0 1０．４

個`性的な地域づくり・地域の

宝探しが行われているか
2.2 １３．２ 44.5 27.7 12.5

衰退する年中行事の掘り起こ

しが行われているか
１９．５ 44.6 21.8 1０．６
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・町内会，自治会，ＮＰＯと地域住民とが協働する支え合いの取り組みに

ついては，品川区が他区と比較して肯定する回答が多い。

。「住民同士による支え合いの取り組みが行われている」の回答者も，品

川区で突出している。

。「住民同士による支え合いの取り組みが行われている」の回答と「つな

がり感」はほぼ二極化している。

（６）町内会・自治会の活動状況

「活動自体を知らない」が40％強であり，これまでにもみてきたように「つ

ながりの希薄化」を改めてうかがわせるものとなっている（表６)。

表６ （％）

２０．９１

１２．８

１７．３

，４５．４

さらにクロス集計によって次の状況が明らかになった。

・居住意向の強い回答者は，町内会・自治会の活動状況への認識が二極化

している。

．「ほとんどの人は信頼できる」への回答者も同様に見方がほぼ二極化し

ている。

．「地域住民が参加できるような活動を継続的に行っている」の回答者は，

品川区と北区の「居住年数１０年以上」が比較的多い。

．「リーダー的な役割を担っている」と「中心的な役割ではないが，積極

的に参加している」の回答者は，品川区では70％強が肯定的であり，他

区と比べて回答率は高い。

（７）共通の地域課題について共有しているか

全体的に80％強は否定的であり，地域の結束力が脆弱であることがここでも

明らかである（表７)。

－９４－

地域住民が参加できるような活動を継続し，課題に応じて新たな活動までう

み出している

地域住民が参加できるような活動を継続的に行っている 20.9

地域住民が参力Ⅱできるような活動を単発で行うのみである 12.8

地域住民が参加できるような活動をしていない 17.3

活動自体を知らない 45.4
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表７ (％）

さらに，クロス集計によって次の状況が明らかになった。

．「ほとんどの人は信頼できる」の回答者は二極化している。

・共通の地域課題の共有化については，品川区が他区と比べて肯定する回

答が多い。

・品川区では，「リーダー的な役割を担っている」と「中心的な役割では

ないが，積極的に参加している」への回答者も70％強が肯定的であり，

他区と比べて高い回答率となっている。

（８）地元地域志向性

全体的にみて，「地域の人は自分にとって大切か」以外は否定的な回答が肯

定的な回答を上回っている（表８)。

表８ （％）

５２４２３８３２２５１５

５０３０３４１８１３３９６

３４１８４４１０２２８１４５

４２２２７４０〕２００１２９

また，クロス集計によって次の状況が明らかになった。

・地域活動や行事が盛んと思うか否かの質問では，品川区が他区よりも多

く肯定している（31.6％)。

．「リーダー的な役割を担っている」と「中心的な役割ではないが，積極

的に参加している」という質問に対して，品川区では60％強が肯定的で

あり，他区と比べて高い回答率となっている。

－９５－

みんなで語り合いなどを通して明確化しており，地域全体では共有している 8.6

みんなで語り合いなどを通して明確化しているが，地域全体では共有してい

ない
19.0

専門家から聞くなどして，知識や情報として知っている 6.1

地域住民同士で語り合うことなく，共通の課題を知らない 27.0

語り合ったことはない 39.3

》
う

恩》
う

そ

多少そう
＝

う

どちらで

もなし ｈ

あまりそう

わない

そう恩わ

ない

地域活動や行事が盛んと思うか 24.2 38.3 22.5 11.5

地域の人は自分にとって大切か 30.3 41.8 １３．３

自分は地域に根付いているか 18.4 41.0 22.8 14.5

自分は地域の一員と思うか 22.7 40.3 20.0 12.9
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・世田谷区での「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」の

回答者は他区と比べて，「地域の人は自分にとって大切」の回答率が高

い（714％)。

・品川区での「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」の回

答者は，「この地域に根付いている」の回答比率が他区と比べて高い

（56.8％)。

（９）近所付き合いをどの程度の頻度で行っているか（３つ以内）

全体的に一定の距離を置いた近所付き合いが大半を占めている状況であ

る。「必要に応じて，付き合っている」が半数近くあるが，他方で，「まったく

してない」の回答も40％近くあり，世情受け止められている「つながりの希薄

化」をうかがわせる結果である（表９)。

表9（％）

(１０）他者への信頼度

「ほとんどの人は信頼できる」（15.5％)，「両者の中間」（39.0％)，「注意する

に越したことはない」（32.3％)，「わからない」（13.2％）という結果が得られた。

さらにクロス集計によって以下の状況が明らかになった。

．「ほとんどの人は信頼できる」は品川区の「居住年数１０年以上」と「自

治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」の回答者，「両者の

中間」は北区と世田谷区の居住年数１０年以上の回答者，逆に「注意する

に越したことはない」は北区と品川区の居住年数５年未満の回答者がそ

れぞれ他区と比べて高い回答率となっている。

．３区とも，「リーダー的な役割を担っている」と「中心的な役割ではな

いが，積極的に参加している」の回答者は，７０％強が肯定的である。

－９６－

毎日付き合っている 2.6

週に２，３回程度付き合っている 4.3

週に１回程度付き合っている 6.5

月に１回程度付き合っている 3.5

必要に応じて，付き合っている 45.4

まったくしていない 37.7
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(11）地域の人たちとのつながり度

否定的な回答（73.0％）が肯定的な回答（１３２％）を大きく上回った結果と

なった（表１０)。先にみた近所付き合いの調査結果と同様｡「つながりの希薄化」

をうかがわせるものとなっている。

表1０（％）

さらにクロス集計によって次の状況が明らかになった。

．「ボランティア活動に積極的に参加している」の回答者でも，「つながり

度」は低い。

．「リーダー的な役割を担っている」と「中心的な役割ではないが積極

的に（地域活動に）参加している」の回答者は，「つながり感」が強い。

．「リーダー的な役割を担っている」と「中心的な役割ではないが，積極

的に参加している」の回答者は，品川区では50％強が肯定的であり，他

区と比べて高い回答率となっている。

．「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」の回答者も，品

川区では他区と比べて「つながり感」が強い（54.7％)。

(12）インターネットの利用は地域活動にどのような変化をうながすか（３つ

以内）

「地域における活動に関心はない」が30％強，「これまでの地域における活動

に変化はない」が25％強という回答結果であり，インターネットの利用と地域

活動とのあいだには相関はあまりないことが理解される（表１１)。但し「地域

活動に積極的になる」は１０％にも満たないが，地元地域に眼を遣るようになっ

たり，多少とも地域内のネットワーク化がみられたりと，それなりの効果もう

かがえる。

－９７－

強い方だと思う L７

どちらかといえば強い方だと思う 1１．５

どちらかといえば弱い方だと思う 22.7

弱い方だと思う 50.3

わからない 13.9
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表1１（％）

ＬＬ
さらにクロス集計によって次の状況が明らかになった。

．「自治会などの地縁的な活動に定期的に参加している」とする回答者に

おいても，温度差がある。

．「ボランティア活動に積極的に参加している」の回答者の方が，「自治会

などの地縁的な活動に積極的に参加している」の回答者よりも，変化を

うながされている。

．「ほとんどの人は信頼できる」の回答者は，「活動に変化なし」が30％近

くにのぼるがそれ以外はすべて平均を上回っている。

(13）地域活動の情報を得る上で見ているもの（ＭＡ）

前項の調査結果を反映して，全体的にみて，地域活動に係わる情報への関心

は薄いことが明らかになった（表１２)。インターネット活用はほかの媒体と比

較してもとりわけ低く，その有効性は感じられない。また，既にみた地域住民

問のつながりの脆弱性から，「口コミ」の効果も低い。

表1２（％）

Ｚす見てしるlllF々凡てしる見てレな

６〕６９２７２８８

９３５４２１

２４９２２９３６９

４２０２９４

１４０８

－９８－

地域について知見が増える 18.2

地域への関心が増す １８．０

地域活動についての知見が増える 15.9

地域活動への関心が増す 15.2

地域活動に積極的になる 4.6

地域の仲間が増える 1１．９

これまでの地域における活動に変化はない 25.8

地域における活動に関心はない 31.5

必ず見ている 時々見ている 見ていない 知らない

自治体の広報誌 12.6 36.9 21.7 28.8

ミニコミ誌等の情報誌 3.5 22.9 31.5 42.1

町内会の回覧板 １５．３ 24.9 229 36.9

地域の掲示板 8.3 37.4 25.0 29.4

インターネット 2.7 １９．５ 37.1 40.8

知人などからの口コミ 2.1 20.2 30.6 47.1

その他 31.6 15.8 52.6



経営論叢第７巻第２号（2018年３月）

７．２小考

以上にみてきたことから明らかなように現時点では，地域活動は明らかに活

発とは言えず，地域住民間のつながりも多くが指摘するとおり脆弱であり，ま

たＩＴ活用度も低い。その意味で，地域住民の「社会関与」は依然として薄弱

であり，したがってコミュニティ再生は道半ばの状況と言わざるを得ない。

しかし表３からもうかがえるように，地域活動への地域住民のコミットメン

トのポテンシャリティ（potentiality）は皆無とまでは言えない。

そこで，住民のそのポテンシャリテイをどのようにして現実的な取り組みに

つなげるかが重要となってくる。そのためには，調査結果にみたように何より

も地元住民間の相互信頼が不可欠な要因となる。そのような信頼を醸成するに

は，あらゆる機会を通して住民間の交流を促す必要があり，不断に彼らに対す

る啓蒙活動がなされなければならず，加えて，現実的に地域活動への地域住民

のコミットメントを促すような動機づけが求められる。

ちなみに我々の調査結果でも，例えばボランティア活動において「きっかけ」

が現実的な取り組みにつながる重要なポイントの一つであることが分かってい

る。

地域内で実施される各種イベントは，住民同士の交流をもたらす有効な手段

であり，その「きっかけ」作りとなり，住民にとって地域活動へコミットする

ためのインセンテイブとなるが，我々のヒアリング調査結果でも，その効果の

殆どが一過性にとどまることが明らかである。そのため，地域イベントが頻繁

に開催されることが望ましいことは言うまでもないが，それは必ずしも容易で

はない。そうした課題を打開するには，イベントの内容も含めて若い世代の独

創力と定年後の高齢者の豊富な経験知を集結させた「地域知能」を活かした積

極的な取り組みを強く促し併せてイベント開催後のフォローアップの実施を

従来以上に強化し，次につなげる試みがなされるべきである。

また，地域活動の取り組みを広範囲かつ重層的に伝播させていくためには，

既述の，メンタexpertcitizens（EC）とボランティア要員としてのeveryday

makers（ＥＭ）のような存在が不可欠であり，地元地域内でこれらＥＣ及び

－９９－



[論文］社会関与によるコミュニティ再生の可能性に関する実証研究（中根・杉野）

ＥＭを発掘しあるいは養成することが求められる。

さらには，地方再生には自治体や地域社会が広範囲で役割分担できる関係性

を構築することが必要であることを改めて認識しなければならない。

Ｓおわりに

今回は，地域活動，住民簡のつながり，地域活動に係わるＩＴ活用を中心に

考察を行ったが次回は，それら以外の，地域活動への地域住民のコミットメ

ント等に関する調査結果の分析と，海外の事例を踏まえて，実効性ある地域活

動の取り組みに関する展望を行いたい。

注

ｌ） RobertPutnumによれば，「ソーシャルキャピタルとは，人々の協調行動を活

発にすることによって，社会の効率性を高めることのできる，信頼，規範，ネッ

トワークといった社会的仕組みの特徴」であるという。ここにいう信頼，規範,

ネットワークなどは，社会の状態を的確に説明する概念ではあるが，大規模な

集団における，人々の姿勢や社会的なふるまいの影響への働きかけを研究する

社会工学的な視点から見ると，操作可能すなわち制御可能な概念とは言えない。

その意味で，静態的な概念といえる。

北欧の地域においてＲＣ活動を牽引する常勤でないリーダ2）
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